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令和８年第２回栗原市議会定例会 一般質問【代表質問】通告表 

発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

１ re:born 

７番 阿 部 貞 光 

１ 安定した農業経

営になるか 

１ 国は、米価の安定には需要に応じた継続的な生産

が必要として、令和７年産主食用米の適正生産量を

683 万 t と設定した。しかし、米不足や米価高騰、

政府備蓄米の買入中止、飼料用米における一般品種

の交付単価引下げなどの影響により、生産量は 748

万 t と大幅な増産となり、令和８年産主食用米の米

価下落が懸念されている。こうした中、国は需給見

通しの算定方式を見直し、令和８年産主食用米の生

産量を 711 万 t と設定した。これを受け、県農業再

生協議会は県全体の生産目安を決定し、本市には

47,455t、面積換算値で8,644haが提示された。 

そこで、次の点について伺う。 

      ⑴ 令和７年産作付誘導計画に対する実績を伺う。 

      ⑵ 令和８年産主食用米の政府備蓄米の買い入れは 

21万ｔを予定されているが、県、ＪＡ新みやぎの 

予定数量について伺う。 

      ⑶ 令和８年産の主食用米について、全国の生産見 

通しが示された。令和９年６月末の民間在庫量は 

215万トンから245万トンと見込まれており、こ 

れは米価が１万円を下回った時期と同水準と考え 

られる。こうした状況についての見解を伺う。 

      ⑷ 令和８年４月から施行される「食料システム法」 

（以下「法」という。）の内容について伺う。 

      ⑸ 法に基づきコスト指標が作成されることとなっ 

ており、当該指標は農業者の持続的な経営発展を 

可能とする水準とされている。一方で、適切な指 

標となるか懸念がある。再生産が可能な持続的経 

営発展のためには、どのようなデータを用い、ど 

の程度が適切と考えるか。 

      ⑹ 令和７年産の輸出用米の概算金は、前年比で約 

２倍となった。その理由は、生産者が作付けを継 

続できるよう配慮したためとのことだが、令和８ 

年産はどうなるのか。また、コスト指標が示され 

た場合にはどうなるのか。 

      ⑺ 令和８年産の生産目安に用いる本市の平均単収 

及び配分率は。また、営農計画書未提出者の農地 

の状況確認と結果並びに令和８年の作付誘導策に 

ついて伺う。 

      ⑻ 令和８年度予算の概算決定額において、水田活 

用の直接支払交付金は2,752億円となり、前年度 

比118億円の減である。全国の生産量見通しの増 

加が要因と考えてよいか。また、令和５年から７ 

年までの当該交付金総額の推移について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑼ 本来12月に交付される産地交付金が、追加配分 

額の調整に時間を要しているとして、いまだ示さ 

れていない。現状はどうか。また、追加配分によ 

り、主食用米との格差はどの程度になるか。 

      ⑽ 耕作不利地では遊休農地の増加が問題となって 

いる。令和５年度から７年度までの平地及び中山 

間地の区分ごとの状況について伺う。また、解消 

された面積並びに解消策はどうなっているか。 

      ⑾ 農地の貸し借りは、原則として令和７年４月か 

ら農地バンクを経由することとなっている。農地 

バンクを活用して遊休農地の解消を図るため、農 

家の負担がゼロとなる農地整備事業に取り組み、 

整備した農地を農業者に貸し出す考えはないか。 

   ２ 少子化に歯止め

を 

１ 政府は、異次元の少子化対策として経済支援など

を強化している。一方、令和６年人口動態調査によ

れば、全国の合計特殊出生率は1.15となっており、

本市においても婚活事業や子ども医療費無償化など

の支援を拡充してきたものの、少子化に歯止めがか

からない状況が続いている。次の点について伺う。 

      ⑴ 令和５年から７年までの小学校区ごとの出生数

について伺う。また、合計特殊出生率を伺う。 

      ⑵ 令和８年度の保育施設利用申し込みが終了して

いる。施設ごとの年齢別入所児童数を伺う。ま

た、入所できなかった児童数とその理由を伺う。 

      ⑶ 少子化により、入所児が減少している中、令和

７年度以降の保育士人数をどう捉えているか。 

      ⑷ 令和７年10月から、第２子以降の児童に係る保

育料について、同時入所要件を撤廃し、無料とし

ている。現時点及び令和８年度における軽減額、

徴収額、並びに対象児童数について伺う。 

      ⑸ 学校給食費の無償化は、令和８年４月から公立

小学校の全児童を対象に、保護者の所得にかかわ

らず全国一律で実施され、児童１人当たり月額

5,200 円が支援される。令和８年度における国の

支援額はいくらか。また、月額 5,200 円の支援に

より、市がこれまで独自に負担してきた小学校分

の費用をすべて賄うことはできるか。あわせて、

本支援は恒久的な制度と考えてよいか。 

      ⑹ 少子化対策は、令和６年度から８年度を集中取

組期間と位置づけ、「こども・子育て支援加速化

プラン」として示されている。本プランは、「経

済的支援の強化」、「すべてのこども・子育て世

帯への支援」、「共働き・共育ての推進」、「こ

ども・子育てにやさしい社会づくりのための意識

改革」の４つの柱と「子ども・子育て支援制度」

で構成されている。これまでの取組内容と成果に

ついて伺う。また、「第３期子ども・子育て支援

事業計画」に反映されているかについても伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑺ 子ども・子育て支援金制度は、全世代・全経済 

主体で子育て世帯を支える新たな仕組みとして、

医療保険料と併せて令和８年度から拠出を求める

こととしている。医療保険の種別ごとの被保険者

数、１人当たりの拠出額及びその総額はいくら

か。また、本制度に対する見解を伺う。 

      ⑻ 地域少子化対策重点推進交付金により、地方公

共団体が行う少子化対策の取り組みを支援すると

されている。市の取組内容と成果を伺う。また、

取組数の制限や限度額はあるのか。 

      ⑼ 少子化対策の新たな取組や拡充策について見解

を伺う。 

   ３ インフラ長寿命

化計画でコスト

縮減ははかられ

ているか 

１ 老朽化対策に関する政府の取組として、「インフ

ラ長寿命化基本計画」が策定されている。本計画

は、老朽化が進む橋梁、トンネル、下水道、公共建

築物等のインフラについて、事後保全から予防保全

へ転換し、計画的な維持管理・更新を行うことで、

コスト縮減と長寿命化を図るものである。国や地方

自治体が、行動計画として個別施設計画を策定・推

進することとされている。本市においても、クリー

ンセンター長寿命化総合計画や下水道ストックマネ

ジメント計画など、個別計画が策定されている。 

そこで、次の点について伺う。 

      ⑴ 個別計画ごとに、予防保全の取組内容とその進

捗状況について伺う。また、点検・修繕等に係る

国の交付金事業及び補助金制度について、個別計

画ごと伺う。（交付額・補助額を含む） 

      ⑵ 市道や農道、生活道、歩道において、舗装の損

傷等が多く見受けられるが、これらに関する長寿

命化計画は策定されているのか。また、点検から

修繕に至るまでの判定基準及び修繕に活用可能な

交付金や補助金制度について伺う。 

      ⑶ 長寿命化によるコスト削減状況を伺う。 

   ４ クマ・イノシシ

から市民生活を

も守れ 

１ 令和７年度は、クマの出没件数が異常に多く、ま

た、イノシシによる農作物被害や農地・法面の掘り

起こし、車との接触事故等が増加傾向にある。 

そこで、次の点について伺う。 

      ⑴ 令和８年度のクマ、イノシシ被害防止対策をど

のように進めるのか。 

      ⑵ 令和７年度の鳥獣被害防止総合事業交付金の県

への配分額は 144,017 千円となっているが、市へ

の配分額及び事業内容について伺う。また、国の

補正予算で県へ 133,052 千円が追加配分されてい

るが、市への補助額と事業内容について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑶ 本市では、クマ被害防止緊急対策事業として誘

引木の伐採のため、対象木の調査を行い、８千本

を超える要望があった。国では、指定管理鳥獣対

策事業交付金、鳥獣被害防止総合対策交付金等に

より、支援を実施するとしている。また、自治体

が交付金を活用せず、単独事業として実施するク

マの駆除等に要する経費について、特別交付税措

置を講じるとしている。令和７年度緊急対策事業

への交付の状況は。令和８年度誘引木伐採への交

付はどうか伺う。 

      ⑷ 県のクマ生息状況等推定調査業務について、令

和７年度の実施場所及びカメラの設置数、その結

果を伺う。また、昨年12月定例会において、一迫

地区へカメラトラップを設置し調査すべきとの一

般質問に対し、「県と調整を図る」との答弁があ

ったが、その後の状況について伺う。 

      ⑸ 県の指定管理鳥獣捕獲等事業が令和７年10月20

日から２か月間実施されたが、対象地区及び捕獲

方法、その成果について伺う。 

   ５ 学校安全と推進

とこども基本法

について 

１ 国は、令和４年度からの５年間を計画期間とする

「第３次学校安全の推進に関する計画」を策定し

た。課題として、学校が作成する計画やマニュアル

に基づく取組の実効性に課題があること、学校安全

に関する取組内容や意識に差が見られること、さら

に計画のフォローアップが不十分であるため、十分

な進捗が図られていないことが指摘されている。 

また、施策の基本的な方向性として、「学校安全

計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルを構築

し、学校安全の実効性を高めること」や「地域の多

様な主体と密接に連携・協働し、子供の視点を取り

入れた安全対策を推進すること」など、６つの柱が

示されている。 

幼稚園、小学校及び中学校における取組の状況や

成果について伺う。また、安全に対する意識の醸成

はどの程度進んでいるのか。 

     ２ 学習指導要領は、おおむね10年ごとに改訂されて

いる。文部科学省では、こども基本法の趣旨を踏ま

え、子ども達の思いや願いを学習指導要領の検討に

活かすとしている。その一環として、こども家庭庁

の「こども著者いけん、ぷらす」の枠組みを活用

し、今後の学校における学びの在り方などについ

て、小学生から高校生を対象に意見聴取している。

そこで、次の点について伺う。 

      ⑴ 意見聴取の実施について、文部科学省からの通

知はあったのか。 

      ⑵ 市内児童・生徒の参加状況について伺う。 

      ⑶ 今回の意見聴取のあり方について見解を伺う。 

      ⑷ 学校運営や子ども施策に対する児童・生徒の意

見がどう反映されているか。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

２ Ｎｅｘｔくりはら 

11番 高 橋   渉 

１ 栗原市の将来の

展望は 

１ 本市の人口は６万人を下回る状況となっている。

少子高齢化の影響は様々な分野に及び、自治体とし

ての基礎体力の低下を招くとともに、経済活動の低

迷により市民生活にも活気が感じられない状況にあ

る。このような閉塞感を打破するには、現状を的確

に認識した上で、将来におけるあるべき姿を明確に

示していくことが重要であると考える。 

そこで、安全・安心に暮らせる住みよい本市の実

現に向け、次の点について伺う。 

      ⑴ 令和７年12月定例会で「市立病院の赤字経営か

らの脱却と再編について」一般質問した際、今

後、関係者・関係団体と協議・検討を重ね、正常

化に向けて取り組むとのことであった。栗原中央

病院にすべての医療機能を一極集約すべきであ

り、そのためには、確実性の高い改善項目に優先

順位を付け、工程表を策定し実行する。従来の役

所的発想にとらわれない、思い切った行動を期待

するが見解を伺う。 

      ⑵ 少子化の影響で学校再編は避けられないが、地

域における学校の役割は重要である。先月、登米

市・一関市・栗原市の三市議会交流会で、一関市

の不登校児童生徒を受け入れるフリースクール

「虹の学園」を視察した。今後は、子どもの様々

な状態に応じたきめ細やかな教育が一層求められ

る。既存の学校施設を活用してそのような教育の

場を設けることで、学校再編は防げるのではない

か。本市においても、不登校の子ども達を受け入

れる施設の設置を望むが見解を伺う。 

      ⑶ 本市は住宅団地の開発・販売を進めてきたが、

現在の地区別の分譲団地数及び販売実績はどう

か。また、分譲団地内の公園数も併せて伺う。 

      ⑷ くりこま高原駅前開発については、住宅団地の

開発や地域拠点の整備などの面において期待され

る事業である。現在の進捗状況について伺う。 

３ 政策フォーラム 

４番 相 馬 勝 義 

１ 中学校の部活動

地域展開の進捗

状況を問う 

１ 国は、令和７年12月策定の「部活動改革及び地域

クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライ

ン」において、令和13年度末までに休日の部活動の

地域展開を原則すべての学校で実現することを目指

している。また、県及び県教育委員会は、同年３月

策定の「学校部活動と地域のクラブ活動等のガイド

ライン第２版」において、令和10年度中に県内すべ

ての公立中学校で休日の部活動の地域展開を進める

としている。こうした方針を踏まえ、本市では今後

どのような計画で地域展開を進めていくのか。ま

た、各中学校の進捗状況について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

  ２ 市道栗原中央線

の延伸計画につ

いて 

１ 市道栗原中央線は、開通済みの国道４号築館バイ

パスとの突き当たりからさらに東側に延伸し、東北

自動車道を越えて県道くりこま高原停車場線へとつ

ながるルートが合併前から検討されてきた。 

そこで、次の点について伺う。 

      ⑴ 延伸計画の検討内容及び進捗状況について伺う。 

      ⑵ 当時の計画では、国道 398 号と県道くりこま高

原停車場線の交差点までと、くりこま高原駅東側

から若柳カントリーエレベーター付近までを結ぶ

区間であった。延伸計画が進んでいない場合、そ

の理由と課題及び今後の対応方針について伺う。 

   ３ くりこま高原駅

前開発について 

１ くりこま高原駅前開発は、本市にとって10年、20

年先を見据えた将来を左右する極めて重要なプロジ

ェクトであると認識している。令和７年９月定例会

で一般質問した際、「今年度に基本計画を策定し、

その中で具現化していきたい」「東北職業能力開発

大学校の移転については、大学校と意見交換を重ね

ながら情報収集に努める」との答弁があった。 

本市が目指す駅前開発の姿、並びに大学校との意

見交換の状況について伺う。 

４ 新風の声 

18番 長谷川   敬 

１ 総合支所の将来

像と行政サービ

スの持続性につ

いて 

１ 本市の人口は６万人を下回り、10 年後には合併時の

約半分まで減少すると予測されている。人口減少に伴

い職員数の維持も困難となり、行政組織の縮小は避け

られない。その中で、市は組織のスリム化やデジタル

化を進め、コンビニでの証明書発行やマイナンバーカ

ードを活用した「書かない窓口」の導入など、時代に

即した行政サービスへの転換を図ってきた。 

令和８年度は第３次総合計画策定の最終年度であ

り、将来を見据えた行政組織の在り方を示す節目の年

である。人口減少、職員数の減少、行政ＤＸの進展を

踏まえ、今後10年を見据えた中で、総合支所にどのよ

うな役割・機能を担わせるのか、見解を伺う。 

   ２ 中小企業支援を

通じた産業育成

について 

１ 令和７年６月定例会で「産業育成について」一般質

問した際、「中小企業振興条例に基づく中小企業振興

会議の設置や部会での意見交換、商工会や企業連絡協

議会との連携を通じて、事業者の声を施策に反映して

いく」との答弁があった。 

中小企業支援や産業育成を進める上で最も重要なの

は、支援制度や予算以上に、市が継続的に現状を把握

できているかである。単発のアンケートや年数回の会

議では、急速に変化する経営環境下で事業者の実態を

十分に捉えることは難しい。常に声が寄せられ、課題

を共有し、施策に反映していく継続的な仕組みが必要

ではないか。また、中小企業振興会議についても、構

成員や開催頻度を踏まえれば、現場の声を継続的に吸

い上げる仕組みとして再考すべきではないか。 

そこで、次の点について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

     ⑴ 今後、中小企業・小規模事業者の生の声を、どの

ような手法で、どの程度の頻度で把握していくの

か。また、それを一過性に終わらせることなく、継

続的に現場の実態を把握できる体制をどのように構

築していくのか。 

     ⑵ 今後の中小企業支援について、個別の支援策の積

み重ねにとどまらず、地域経済を支える産業育成の

視点からどのように位置付け、どのような方向性で

進めていくのか。 

     ⑶ 本市では企業誘致、新規創業、事業承継に関する

支援制度が整備されている一方で、既存事業者への

支援は限定的との声もある。既存事業者をどのよう

に支え、その成長や持続につなげていくのか。 

 

 

    ⑷ 第２次総合計画では「産業育成と企業誘致による

産業拠点の形成」を掲げ、一定の成果を上げてき

た。第３次総合計画策定の最終年度を迎える中で、

今後どのように企業の声を吸い上げ、産業の将来像

やビジョンを描いていくのか 

   ３ プロ野球楽天の

２軍誘致につい

て 

 元日の河北新報一面に、「東北楽天二軍拠点移転

へ」の記事が掲載された。その可能性を確認するた

め、㈱楽天野球団を訪問し、条件等を伺ってきた。

主な条件は、楽天モバイルパーク宮城から車で約１

時間前後、敷地面積８万㎡以上、土地取得費は自治

体負担のほか、施設に関する諸条件も含まれ、決し

て簡単に満たせるものではなかった。 

しかし、まとまった土地を確保しやすい本市に

は、新幹線駅やエポカ21などの既存施設を活用でき

るなど、他自治体にはない優位性があると考える。

㈱楽天野球団は、令和８年度中に候補地を絞り、協

議を進める予定である。もし本市に決定した場合、

選手も本市に居住し、２軍の試合が行われるなど、

多くの観光客誘致や経済効果も期待される。 

このことから、本市として候補地として手を挙げ

る考えはないか伺う。 

５ 日本共産党栗原市議団 

20番 菅 原 勇 喜 

１ 公文書偽造発覚

と対応について 

１ 報道によると、2014 年度に発注した土地の測量業

務が終わっていないのに、完了したとする虚偽の検

査報告書を作成し、申し合わせて不適切処理を隠ぺ

いした。市は虚偽の報告書を基に、業者へ契約金を

全額支払ったとし、市は１月29日に、この事案に関

与した職員の懲戒処分を行っている。報道だけでは

内容が理解できない。詳細について伺う。 

     ２ 市は虚偽の報告書を基に業者へ契約金を全額支払

ったと報じられているが、その金額はいくらか。ま

た、業務が完了していないにもかかわらず契約金を

支払った行為は、刑法上、罪に問われないのか。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

     ３ 停職６か月の懲戒処分を受けた３人の職員の氏

名、業者名が公表されていない。その理由は何か。 

     ４  「法令遵守を徹底していく」とのことだが、再発

防止に向けてどのような対策を講じるのか。 

   ２ 不登校対応のさ

らなる充実を 

１ 令和６年度から、不登校や学業不振、いじめ等の

課題を抱える児童生徒を対象に、個別の学習指導や

教育相談を行うことで、学習の遅れの解消や心理的

安定を図り、再登校や社会的自立に向けた支援を目

的として、「くりはら子どもの学び支援センター事

業」を展開している。 

成果としては、専門スタッフによる個別指導やカ

ウンセリングなどを通じて、学習面・精神面での支

援を行い、学習の遅れを取り戻すとともに再登校に

つながった事例などがあり、今後も子どもたち一人

一人の状況に応じて望ましい生活習慣を定着させ、

意欲をもって学習に向かうことができるよう、事業

のさらなる充実を図っていくとのことである。 

令和６年度の不登校の実態は、小学校27人、中学

校 95 人である。令和６年度主要施策の成果によれ

ば、来所支援された小学生５人、中学生12人はその

後はどのような成長がみられたか。また、学校支援

の小学生２人、中学生11人についても同様に伺う。 

     ２ 残る小学生 20 人、中学生 72 人の生活実態は把握

されているか。 

     ３ 先月、登米市・一関市・栗原市の三市議会交流会

で、一関市の不登校児童生徒を受け入れる「虹の学

園」を視察した。当該施設は令和６年に一関市から

旧花泉小学校校舎を無償で借り受け開園し、岩手県

南・宮城県北の不登校児童生徒を対象としたフリー

スクールとして運営されている。本市にも一関市と

同様、閉校した学校施設があることから、多額の経

費をかけて取り壊すよりも、これらの施設をフリー

スクールとして活用することを検討してはどうか。 

   ３ 栗原市立病院の

再編と将来につ

いて 

１ 令和７年10月から病床再編が行われ、若柳病院は

一般病床（地域包括ケア病床）45 床を休床し、療養

病床30床のみとなった。栗原中央病院は休床中の一

般病床51床を稼働し、一般病床260床、結核等病床

29床の計289床となった。栗駒病院は療養病床45床

のみである。 

このような状況において、若柳地域の住民・患者

からは、その後どのような声や要望が寄せられてい

るか。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

     ２ 休床した若柳病院45床稼働時の１日１床当たり診

療報酬はいくらか。また、栗原中央病院の稼働され

た51床についても同様に伺う。 

     ３ 病院事業の財政状況は、令和５年度に約８億円、

令和６年度に約16億円の純損失となり、累積欠損金

は約114億円とのことであった。 

病床再編により、どの程度の経営改善が見込まれ

るのか。また、令和７年度末の財政状況はどのよう

になると見込んでいるか。 

     ４ 栗原市立病院あり方検討委員会からは、令和７年

10 月 20 日付で、「市立３病院は抜本的な見直しが

必要であり、近い将来、当該病院を統合する道筋は

避けられない。統合に伴い、患者の移動手段等で利

便性が損なわれる恐れがあるため、市民にとってマ

イナスにならないよう対策を講じ、丁寧な説明を行

った上で、概ねの理解を得て早期に進める必要があ

る。将来的に若柳病院と栗駒病院が栗原中央病院に

統合される場合には、民間の力も想定しつつ２病院

の施設活用についても検討すべきである。」との意

見が出されているが、どのような対応をするのか。 

   ４ 木造住宅耐震改

修補助の拡大を 

１ 県は令和７年 12 月の県議会建設企業常任委員会

で、新耐震基準で1981～2000年に県内で建築された

木造住宅の耐震改修に対し、最終工事費の８割（最

大 115 万円）を令和８年度から補助する方針を明ら

かにした。報道によれば「令和12年度までの県耐震

改修促進計画に盛り込む。これまで対象だった旧耐

震基準の住宅から範囲を拡大し、耐震改修の加速化

を図る。また耐震診断の費用も補助する。」とのこ

とである。そこで、次の点について伺う。 

      ⑴ 令和５年度から７年度までの各年度における、 

栗原市木造住宅耐震改修工事促進事業の実績につ

いて伺う。 

      ⑵ 県は新計画を３月下旬に発表する方針である。

本市はこれを受け、どのように対応するのか。ま

た、現在本市の木造住宅耐震改修工事補助金の上

限は 100 万円であるが、今後どのように設定する

のか。 

      ⑶ 新耐震基準で建築された約 17 万 5,900 戸のう

ち、９％に当たる約１万 6,000 戸に適用されると

のことだが、本市の対象戸数は何戸になるのか。 

      ⑷ 耐震診断費用も補助対象となる。現在、本市の

助成額は14万2,400円と一定であるため200㎡以

下は 8,400 円であるが、200 ㎡を超えると１万

8,900円、270㎡を超えると２万 9,300円、340㎡

を超えると３万 9,800 円の自己負担額である。県

の新計画により、本市はどのようにするのか。 
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発言 

順位 

質問者 

（会派名及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

 

   ５ 「国民健康保険

料逃れ」と栗原

市国保特別会計

について 

１ 「日本維新の会」の地方議員ら 807 人のうち 364

人が社会保険加入者であることが同党の中間発表で

明らかになった。このうち、県議会議員及び市議会

議員４人については、国民健康保険料逃れであるこ

とが判明した。具体的には、一般社団法人の理事と

して一定の報酬を得ながら、最低水準の社会保険料

しか支払っていなかったものである。 

この事実を市長は承知しているか。また、この手

法で本市の国民健康保険特別会計において仮に

1,454 万円の報酬を得た場合、どの程度の負担軽減

となるのか。さらに、当該会計において類似の社団

法人を活用してコスト削減を図ることは可能か。ま

た、当該会計において、同様の事例があるか。 

     ２ もしこの手法が適法と認められる場合、本市の国

民健康保険加入者も、類似の一般社団法人を設立し

理事として就任することで、社会保険に加入し大幅

な負担軽減を図ることが可能である。また、厚生年

金に加入することになるため、国民年金は満額受給

でき、さらに２階部分の厚生年金も受給できると考

えられるがどうか。 

   ６ 河川敷の刈り払

い後の管理につ

いて 

１ 県はクマ対策として、野生鳥獣保護管理対策事業

で河川敷の刈り払いを実施した。市長は「市民の安

全・安心な生活を守るため、クマ被害防止対策とし

て、さらなる事業の進捗を県に対し強く働き掛けて

いく」との考えを示していたが、令和８年度におい

てどのような取り組みとなるのか。 

     ２  令和７年度に当該事業を実施した箇所に加え、新

たに刈り払いを行う箇所はどこになるのか。また、

その具体的な検討は行われているのか。 

   ７ 上水道未普及世

帯への供給につ

いて 

１ 

 

２ 

市内における上水道未普及世帯は、現在どの程度

あるのか。 

上水道の普及を希望している世帯は、どの程度あ

るのか。また、当該世帯への対応状況はどのように

なっているのか。 

   ８ 

 

宿泊税導入と対

応について 

１ １月13日から、一泊６千円以上の宿泊者に対して

300 円の宿泊税の課税が始まったが、市内の課税対

象となる宿泊事業者はどの程度あるのか。また、年

間でどのくらいの税収を見込んでいるのか。 

     ２ 本市には、どのような基準で、どの程度の額が配

分される見込みなのか。 

     ３ 現時点でどのような施策に活用する考えか。 

※ この要旨は、各議員から提出された通告書の要点をまとめたものです。 
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令和８年第２回栗原市議会定例会 一般質問【個人質問】通告表 

発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

１ 13番 曽 根 優 輝 １ 放課後児童クラ

ブについて 

１  放課後児童クラブの運営は、社会福祉協議会へ委

託していると説明を受けた。 

 活動内容には差があり、体育館を利用していると

ころもあれば、校庭で屋外活動を行っている児童ク

ラブもある。その中で、平日は屋外で遊ぶ機会がほ

とんどなく、主に室内で過ごしている児童クラブも

ある。屋外活動については、安全管理、職員体制、

天候や施設環境など、さまざまな配慮が必要である

ことも理解している。 

 そこで、児童クラブについて市の考えを伺う。 

      ⑴ 各児童クラブにおいて、どのような活動をして

いるかをどのように把握しているのか伺う。 

      ⑵ 運営を社会福祉協議会に委託しているが、子ど

もの運動機会や健やかな成長の観点から、一定の

考え方や方向性を示す必要があると考えるが、市

の見解を伺う。 

   ２ これまでの一般

質問の検討状況

は 

  これまでの一般質問において、子どもの安全・安

心に関わる複数の事項について「検討する」との答

弁のあった次の項目の進捗状況と今後の対応につい

て伺う。 

     １  一迫幼稚園の駐車場整備について 

⑴ どのような検討が行われているのか伺う。 

⑵ 課題として整理されている点は何か伺う。 

⑶ 他の学校、幼稚園等でも駐車場に関して検討し

ている事や課題はあるか伺う。 

     ２  保育所･幼稚園･学校施設等の防犯対策について 

⑴ 情報収集の状況はどのようになっているのか伺

う。 

⑵ 新たな防犯器具の導入について、具体的な検討

が進んでいるものはあるか伺う。 

     ３  クマ出没時のスクールバス利用基準について 

⑴ 緊急的に距離制限を撤廃した際、運用上のトラ

ブルなどは無かったか伺う。 

⑵ ルール化について、どのような検討が行われて

いるか伺う。 

   ３ クマやイノシシ

等の鳥獣被害対

策における現状

と今後の方向性 

１ 

 

 

 

 

 近年、本市においては、クマをはじめイノシシな

どの鳥獣の出没や被害が相次いでおり、市民生活や

農業、さらには安全確保の面からも不安の声が多く

聞かれる 



 

 - 12 - 

発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       本市では、クマを人里に引き寄せる要因となる誘

引木の伐採を進めており、一定の効果が期待される

取り組みであると認識するが、市民からは「伐採を

進めることで、これまでクマの出没が少なかった地

域にも影響が及ぶのではないか」との声も聞かれ

る。また、クマに限らず、イノシシなど他の鳥獣被

害対策も含め、どのように取り組んでいくのかを市

民に分かりやすく示すことが重要であると考える。 

 そこで、以下の点について伺う。 

      ⑴ クマやイノシシなどについて、現在行っている

鳥獣被害対策の内容について伺う。 

      ⑵ 誘引木伐採について、「伐採を進めることで、

これまでクマの出没が少なかった地域にも影響が

及ぶのではないか」と懸念される声も聞かれる

が、市の考えを伺う。 

      ⑶ 今後計画しているクマやイノシシなどの被害対

策があれば、その内容を伺う。 

２ ５番 三 浦 孝 志 １ (仮称)栗原東大

橋道路整備事業

について 

１  (仮称)栗原東大橋道路整備事業は、一級河川迫川

に架かる徳富橋が建設から60年以上経過しており、

大雨時に水没しやすく幅員が狭く車両のすれ違いが

困難であるなど安全性や利便性の課題がある。 

 本事業は平成25年度より設計に着手し、令和９年

10 月の供用開始を目指し進められている。その間、

事業期間は１年の延伸が行われ、また全体事業費も

13 億円増額し、総額 62 億円となっている。昨今の

物価高騰が本事業に与える影響について懸念してい

るところであり、次の点について伺う。 

⑴ 本事業の進捗状況はどのようになっているか。 

⑵ 事業費は現計画事業費のままで大丈夫なのか。 

⑶ 整備することによる若柳金成インター工業団地

への新たな企業立地等の打診はあるのか。 

   ２ 栗原市の空き家

対策について 

１  空き家は全国で増加傾向にあり、人口減少、少子

高齢化を背景に深刻な社会問題となっている。令和

５年には「空家等対策の推進に関する特別措置法」

が改正され、特定空家等になる前の段階から自治体

による管理指導や勧告ができるようになっている。

また、令和６年４月には所有者不明土地・建物対策

として相続登記が義務化され、空き家発生の「入り

口対策」として期待されている。 

 本市においても「第２次空家等対策計画」を令和

５年度から開始している。 

 そこで、次の点について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑴ 本市の空き家件数の推移と、現状をどう分折し

ているか。 

⑵ 所有者不明空き家及び相続放棄された空き家の

それぞれの件数を伺う。 

⑶ 全国的に相続放棄する土地・建物が増加してい

ると報道されており、本市においても同様の傾向

にあると推測される。管理不全空家や特定空家の

増加のみならず、固定資産税の不納欠損につなが

り、税収へ影響を及ぼすことが懸念されるが、対

応策を検討しているのか。 

⑷ 相続放棄された空き家の竹が市道に覆い被さる

ように繁茂し、降雪時には雪の重みで垂れ下が

り、通行の妨げとなっている。その都度、市で覆

い被さった部分のみ伐採されているが、竹藪自体

はそのまま残されているため同様の対応が繰り返

され、近隣住民は大変な迷惑を被っている。 

  このことは、市にとっても時間的・財政的な負

担が大きく非効率だと考えるが、抜本的な解決策

を検討する考えはないか。 

   ３ 市所有の温泉宿

泊施設等の施設

設備の改修修繕

計画について 

１  ハイルザーム栗駒、温湯山荘、金成延年閣は「公

の施設における指定管理者の指定の手続等に関する

条例」に基づき指定管理を行っているが、開業から

ハイルザーム栗駒は 27 年、金成延年閣は 34 年、温

湯山荘は29年が経過し、施設の老朽化が進み、特に

機械設備の老朽化に伴う維持管理に苦慮していると

伺っている。 

 これらの施設は、市の観光振興による地域の活性

化だけでなく、市民の憩いの場として、そして市民

の健康、福祉の増進に欠かせない施設であり、利用

者の満足度を高め、また利用したいと思われる施設

になって欲しいとの思いから次の点を伺う。 

⑴ これらの温泉宿泊施設等の老朽化について、ど

う実態を把握し、今後の改修・修繕をどのように

考えているか伺う。 

⑵ 改修・修繕を行う場合、市と指定管理者が行う

ものを、どう判断して整理しているのか伺う。 

⑶ 衛生面も含めて施設利用者の安全確保が最優先

事項であるが、事故防止のための施設・設備の点

検を行っているか。また、その点検結果に基づき

適切な改修修繕を行っているのか伺う。 

３ ２番 佐 藤 千 昭 １ 国道4号築館バ

イパスの延伸と

周辺道等の整備

について 

１  国道４号の築館地内は、片側一車線で道幅の狭い

所やカーブの所もある。日中でも渋滞が発生してお

り、交通事故も多く沿線の渋滞緩和による安全性の

確保は、喫緊の課題となっている。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       築館バイパスの建設は、関係者の大変な尽力によ

り平成27年に築館赤坂から栗原中央線までの3.8㎞

は暫定２車線で開通しており、更なる整備延長が望

まれている。 

⑴ 栗原中央線からの北側に向かって、国道４号城

生野までの整備計画を伺う。 

⑵ ４車線化も予定して要望をしているのか伺う。 

⑶ (仮称)栗原インターチェンジの工事が進められ

ているが、進捗状況と完成予定を伺う。 

⑷ 栗原中央線の西側にアクセスする栗原中央西線

の工事が、用地取得の見通しが立たないことから

中断している。今後の見通しを伺う。 

⑸ 道路特定財源も見直されていると聞く。事業推

進に向け要望活動を望むが、市長の見解を伺う。 

   ２ 空気が乾燥す

る、市の火災予

防を聞く 

１  全国の住宅火災の件数は、平成17年以降減少を続

け、令和２年に初めて１万件を下回ったが、令和３

年からは再び増加傾向にあり、死亡者数についても

増加傾向で令和５年の死者数は、1,000 人以上とな

った。このうち65歳以上の高齢者の割合が７割を超

えており、早急な対策が課題となっている。また、

昨年２月には、岩手県大船渡市では、山林火災が発

生し延焼面積約 3,370ha で平成以降では国内最大規

模の山林火災となった。 

⑴ 市内の民家火災の発生が多い時期を伺う。 

(傾向等) 

⑵ 本市の火災による死亡者や負傷者はいるのか伺

う。(直近３年間) 

⑶ 林野火災注意報・林野火災警報の運用が始まっ

ているが、それぞれの発令基準と内容を伺う。 

⑷ 林野火災注意報・林野火災警報の発令及び解除

はどのようにして、市民に周知するのか伺う。 

⑸ 林野火災の予防や発生した場合の消火に向けて

のマニュアルを伺う。 

   ３ 森林環境税、森

林環境譲与税に

ついて 

１  森林環境税は、令和６年度から個人住民税均等割

と合わせて一人につき 1,000 円が徴収されている。

市区町村で徴収された森林環境税は、国の交付税及

び譲与税配付金特別会計を経て森林環境譲与税とし

て都道府県または市区町村に譲与されている。市区

町村では、森林整備に必要な間伐・林業人材育成や

担い手の確保・木材普及促進等に、都道府県では、

市区町村の支援などに使われている。 

⑴ 本市に配分された森林環境譲与税のこれまでの

合計額を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑵ 本年度から森林環境譲与税の税収に基づく森林

対策が本格的に動き出している。どのように活用

しているか伺う。 

⑶ 森林環境税の創設背景には、手入れ不足の山林

の増加、所有者不明な山林の増加等により、放置

山林、荒廃山林があるが、本市の現状を伺う。 

⑷ 森林環境譲与税について、課題があれば伺う。 

４ ３番 菅 原 直 人 １ 第３次総合計画

の策定方針につ

いて 

  本市の第３次総合計画は、各個別計画を束ね優先

順位を明確にし、部局横断で実行に移すための「道

標」として機能させる必要がある。また、人口減

少・超高齢化が進む中、行政には限られた人員・財

源で成果を出す視点が不可欠であり「何を重点化

し、何を維持し、何を再編するのか」を市民に分か

る形で示すことが重要である。 

 次期総合計画では、その整理の考え方や優先順

位、見える化、実行体制をどのように担保していく

のかが重要で、あわせて総合計画の「顔」となるキ

ャッチフレーズ及び基本構想について、どのように

整理していくのかを確認したいと考える。 

 さらに、都市計画マスタープランの「コンパクト

シティ・プラス・ネットワーク」と整合させた拠点

づくり、地域コミュニティ支援の強化とそれを支え

る体制整備（人員配置や業務の再編・外部化等によ

る時間の確保）、運動習慣づくりと民間連携、子ど

もの体験機会と体験格差への対応について、次期総

合計画及び個別計画においてどのように役割分担

し、位置付けていくのかが重要になると考える。 

 こうした観点から、次の点について質問する。 

     １  市民アンケート結果の受け止めと次期計画への反

映について 

⑴ 現総合計画アンケート結果の傾向（満足度・重

要度、課題認識が強い分野等）を、どのように整

理し、どのように受け止めているのか伺う。 

⑵ アンケート結果を、次期総合計画の将来像・重

点・施策体系にどう反映していく考えか伺う。 

⑶ 総合計画シンポジウムにおいて、結果の紹介に

とどまらず、第２次総合計画の振り返り（成果と

課題）と、今後10年で重点化する論点整理まで示

し、市民理解につなげる考えはあるのか伺う。あ

わせて、そこで得られた意見をどう反映していく

のか伺う。 

⑷ 計画策定に当たり、これまでの「キャッチフレ

ーズ」及び「基本構想」について、変更はあるの

か伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑸ 変更がある場合は、どのような内容での変更を

予定しているのか、また、その変更の考え方（背

景・狙い）を伺う。 

     ２  若者ワークショップ提言の受け止めと位置づけに

ついて 

⑴ 市内高校生の提言内容を、どのように受け止め

ているのか伺う。 

⑵ 当該提言を次期総合計画のどの部分に、どのよ

うに位置づけていくのか伺う。 

     ３  庁内での効果検証と重点化・見える化 

⑴ 現計画の効果検証（施策評価・進捗管理）の進

捗状況と、現時点で整理している成果・課題は何

か伺う。 

⑵ 検証結果を踏まえ、次期総合計画において、事

業や取組を「新規」「拡充」「継続」「縮小・統

合・廃止」等の区分で整理するに当たり、どのよ

うな考え方と手順で整理していくのか伺う。 

⑶ 整理結果を、市民に分かる形でどのように示し

すのか（見える化・公表の考え方等）伺う。 

     ４  コンパクトシティ・プラス・ネットワークの具体

化と瀬峰エリアの位置づけについて 

⑴ 都市計画マスタープランの「コンパクトシテ

ィ・プラス・ネットワーク」を次期総合計画とど

のように整合させ、拠点の整理とネットワーク

（交通、生活サービス、医療福祉、教育、防災

等）を市民に分かる形でどう示すのか伺う。 

⑵ 瀬峰エリアでは、公民館新築の検討が進む中、

社会教育に用途を限定しない地域拠点としての整

備を核に駅周辺の取組（街角ピアノ等の活動、マ

ルシェ等の開催）を一過性にせず、交流と賑わい

につなげていく考え方もあり得ると考える。この

考え方を、計画上の具体例として位置づける余地

はあるのか伺う。 

⑶ 位置づける場合、JR を含む関係主体とどのよう

な方針で連携し、検討・推進していくのか伺う。 

     ５  地域コミュニティ支援の強化と体制整備について 

⑴ 現総合計画のキャッチフレーズ「市民が創る 

暮らしたい栗原」や、策定趣旨において「市民の

自主的な活動を行政が的確に支援していく」と示

されている点を踏まえ、今後10年間、地域コミュ

ニティをどのように位置付け、市民の声やニーズ

を的確に把握しながら、伴走型支援（相談・調

整・コーディネート等）をどのように強化してい

くのか伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑵ 伴走支援を実効性のあるものとするためには、

地域に寄り添い、継続的に関与できる職員の配置

など、適切な人員体制の確保が不可欠であると考

える。勝山市における公民館機能の転換や職員配

置等の事例も踏まえ、本市として、地域コミュニ

ティ支援に係る人員体制を次期総合計画及び関連

する個別計画の中でどのように位置付け、具体的

に検討していくのか見解を伺う。 

あわせて、その前提として、佐倉市における包

括管理業務委託等の事例も参考にしながら、職員

の事務負担の軽減や業務の再編・外部委託の推進

等により、地域支援業務に充てる時間を確保して

いく考えがあるのか伺う。 

     ６  運動習慣づくりと民間連携の位置づけについて 

 超高齢化の進展を踏まえ、健康寿命の延伸と医療

費の適正化に向け、市民が主体的に運動を取り入れ

られる環境づくりについて、地域の民間資源（フィ

ットネスクラブ等）との連携も視野に入れた取組

を、次期総合計画及び個別計画の中で施策としてど

のように位置付けていくことができるのか伺う。 

     ７  子どもの体験機会と体験格差への対応の位置づけ

について 

 子どもの体験活動は、その後の学びや社会性の形

成に大きな影響を与える重要な要素である一方、家

庭の経済状況等により体験機会に差が生じている現

状もある。体験活動を教育分野に限定せず、地域コ

ミュニティや地域団体が受け皿となり、行政がそれ

を後押しする仕組みづくりが重要だと考える。子ど

もの体験機会の確保と体験格差への対応について、

次期総合計画及び個別計画の中で施策としてどのよ

うに位置付けていくことができるのか伺う。 

５ ８番 髙 橋   将 １ 米価高騰を受け

た水稲農業と税

制の整合性につ

いて 

１  本市の基幹産業である水稲農業は、収量の安定化

は進んできたが所得は市場価格に強く依存し、年ご

との変動が極めて大きい。 

 令和７年産米の取引価格は近年まれに見る高水準

となり、多くの農業者で所得が急増し、消費税課税

事業者へ移行する事例も生じているが、赤字あるい

は収支均衡程度の農業者も少なくない。 

 米価上昇によって、ようやく機械更新や設備投資

が可能になると期待されたが資材価格などの高騰に

より経費に回しきれず、結果として課税所得だけが

多く残ったという声が多く聞かれている。 

 水稲農業は、ある年に所得が急増し、翌年には激

減するという典型的な変動所得型の産業構造で、現

行の税制は単年度課税を原則としており、所得が増

えた年には高い税率が適用され、翌年に所得が減少

しても調整は行われない。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       これは、得られた収入を将来の設備投資や経営安

定に回せず、農業経営の体力を削ぐ構造となってお

り、平均課税制度の対象外とされている現状は、制

度趣旨との間に不整合があると言わざるを得ない。 

 水稲農業を平均課税制度の対象に加えることは、

優遇措置ではなく制度の趣旨に沿った整理とも考え

られることから、次の点について伺う。 

⑴ 令和７年産米の米価上昇に伴い、本市の農業者

全体の税額はどの程度増加すると見込んでいるの

か。市民税ベースでの推計を示せ。 

⑵ 水稲農業所得を平均課税制度の対象に追加する

ことについて、制度趣旨との整合性の観点からど

のような見解か。 

⑶ 同様の課題を抱える農業地域の自治体と連携

し、市長会等を通じて国に制度改正を働きかける

考えはないか。 

⑷ 設備投資が困難な状況下で、手元資金がそのま

ま課税対象となってしまう農業者に対し、市とし

てどのように支援していく考えがあるのか。 

   ２ 熊の出没状況の

可視化による観

光需要回復につ

いて 

１  本市では令和７年度に熊の出没件数が増加し、緊

急対策本部を設置するなどこれまで以上の対応が求

められ、人身被害も発生しており、市民の安全確保

の観点から出没情報の周知は不可欠であった。 

観光への影響は顕著であり、宿泊予約のキャンセ

ルや登山客の減少による売上減少など、観光業への

打撃は明確であるが、市が出没情報を周知した判断

そのものは、危機管理の観点から正当である。 

 問題は、熊の出没情報は強く拡散されるが、熊が

出ていないという状況はほとんど伝わらないため、

都市部の観光客には「栗原市は熊が頻繁に出る危険

な地域」という印象だけが残り続ける。 

 出没状況は年ごとに変動するにもかかわらず「熊

が出た」という情報だけが残り、現状が伝わらない

ことが観光需要回復を遅らせている。 

 行政が安全宣言を行うことは制度的にも責任上も

限界があり、安全に近い状況は伝わらないため、観

光イメージの回復が困難な構造が生まれている 。 

 この構造を変えるために必要なのは、現状の客観

情報を誰でも把握できる状態にすることである。 

 熊対策は、市民の命を守る危機管理政策であると

同時に観光産業を守る地域経済政策でもあり、危険

情報の発信だけでなく、現状を可視化する情報設計

を行うことが観光需要回復の第一歩となることを踏

まえ、次の点について伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑴ 熊の出没増加により、宿泊数や観光消費額など

の影響をどのように把握しているか。 

⑵ 減少した観光客をどのように取り戻していく考

えか。現時点での具体的な方針を聞く。 

⑶ 熊出没情報を観光客にも分かりやすく提供する

ため、出没状況を可視化したマップの整備や観光

情報と連動した仕組みを構築する考えはあるか。 

   ３ 市民からの問い

合わせ対応にお

ける「対話型の

課題解決対応」

の導入について 

１  市民からの相談に共通した特徴は、市に問い合わ

せたが解決しなかったというものである。 

 実態を見ると、市民の困りごとの本質が把握され

ないまま言葉の表面だけで制度の有無を判断し「該

当する制度はない」という回答になってしまう構造

が存在している。 

 市民は自分の生活状況の言葉で相談し、行政は制

度の枠組みの言葉で判断する。 

 認識のずれによって解決可能な課題が解決され

ず、特定の事例にとどまらない構造的な問題であ

り、市民の困りごとは行政用語で語られる訳ではな

く生活状況や地域事情といった背景を聞き取らなけ

れば制度との接続は生まれない。 

 これまでの議会答弁では、ワンストップで相談を

受け付け、担当部署につなぐという説明が繰り返さ

れてきたが、解決に至らず議員のもとに再度相談が

寄せられる事例が存在し、ワンストップ体制と市民

の課題解決との間にギャップがあり、市民の背景事

情を丁寧に聞き取れば既存制度で解決できるケース

は少なくないはずである。 

 これは行政サービス全体の質に関わる根本的な課

題であり、市民の問い合わせにどう向き合うかとい

う姿勢そのものが、行政への信頼を左右する。 

 行政手続の分野では、定型的な申請受付や制度説

明は、今後ますますデジタル化やAIによって代替さ

れていく。 

 市民と接する職員の価値は、聞かれたことにその

まま答えることではなく、その背景事情を聞き取

り、本当の課題を整理して解決策を提示する対話型

の課題解決対応にあるが、現状の対応が一問一答型

にとどまるとすれば、これからの時代の行政サービ

スの再検討が必要であることを踏まえ、次の点につ

いて伺う。 

⑴ 市に問い合わせたが解決に至らなかった事例が

存在している現状をどのように認識しているか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑵ 現在の問い合わせ対応において、市民の背景事

情や本質的な課題を把握するためのヒアリング手

法や対応指針は存在しているのか。 

⑶ これまでのワンストップ対応を一歩進め、市民

の背景事情を丁寧に聞き取る対話型の課題解決対

応を導入する考えはあるか。あわせて、そのため

の対応マニュアルの見直しや職員研修など、実効

性のある取り組みを進める考えはあるか。 

   ４ 都市部進学者へ

の住居支援と人

的投資の在り方

について 

１  近年進学率は上昇しており、都市部へ進学するこ

とは一般的となっているが、進学に伴う家庭の経済

的負担は大きく、地方から都市部へ進学する場合、

学費に加え住居費、光熱費、食費などが発生し、極

めて大きな負担である。 

 地方出身者は、学費以外の生活コストというハン

ディキャップを背負うため、経済的理由によって進

学を断念し、教育機会の格差が生じている。 

 この問題は、単なる家庭の問題ではなく地域の将

来を担う人材育成の問題もあり、地方から若者が都

市部へ進学し、そのまま地域との接点を失う現状を

踏まえれば、将来の人的投資政策として位置づけ、

進学後も関係を維持する仕組みを整え､U ターンや関

係人口の創出につなげる政策判断の分岐点である。 

 都市部に進学する若者の住居支援は、外に出た若

者との接点を維持するための人的投資政策であり、

本市出身学生が利用できる廉価な学生用住居を確保

する仕組みは、現実的な選択肢の一つである。 

 首都圏では、自治体が設置した学生寮や育英会に

よる学生住宅などが既にあり、関係団体やふるさと

会、民間資産の活用など初期投資を抑え住居を確保

する手法も考えられる。重要なのは、進学後の若者

と地域をつなぎ続ける「接点」である。 

 以上を踏まえ、次の点について伺う。 

⑴ 本市の学生が都市部へ進学する際の住居費等の

負担について、どのように認識しているのか。 

⑵ 経済的理由による進学断念や、本市の進学者の

うち奨学金を利用している割合と卒業時の平均借

入額（いずれも直近５年間）、また返済が就職先

や居住地の選択に与えている影響について、どの

ように把握しているのか。 

⑶ 都市部へ進学する学生に対し、住宅面での支援

を行う自治体の事例について、どの程度把握して

いるのか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑷ 本市出身の学生が利用できる廉価な学生用住居

の確保について、関係団体や民間資産の活用も含

め、検討する考えはあるか。 

⑸ このような進学支援を単なる福祉施策ではな

く、人材育成や関係人口の創出を目的とした人的

投資政策として位置づける考えはあるか。 

６ 16番 三 浦 善 浩 １ 選挙公約を問う １  市議会議員選挙から、もうすぐ１年が経過する。

改めて、私が選挙の公約に掲げた中から、次の点に

ついて伺う。 

⑴ 防災士の資格取得への助成をしてはどうか。 

⑵ 個別の医療機関で人間ドックを受診した際に、

市のメニューと同等の費用を助成してはどうか。 

   ２ クマ対策の今後

は 

１  昨年は、クマによる被害が全国的にも大きな社会

問題となった。市がその対策に取り組む中での現状

や今後の対策など、次の点について伺う。 

⑴ 誘引木伐採の進捗状況及び今後の予定は。 

⑵ 学校や病院周辺、商業施設周辺における今後の

対策として、具体の取り組みはどうか。 

⑶ 市で管理する河川の支障木伐採の現状と今後の

取り組みや計画は。 

⑷ スクールバス送迎の現状と今後は。 

   ３ 河川管理につい

て 

１  近年は、ゲリラ豪雨などにより、思わぬ災害が全

国各地で発生している。そこで、市が管理する河川

について、次の点について伺う。 

⑴ 堆積土砂の浚渫や撤去についての現状はどのよ

うになっているか。 

⑵ 堆積土砂の浚渫や撤去に関する今後の計画があ

れば伺う。 

   ４ 子どもの居場所

（フリースクー

ル）について 

１  先月本市議会は、登米市議会や一関市議会ととも

に一関市花泉町のフリースクール「虹の学園」で研

修を受ける機会があり私も参加した。 

 そこで、次の点について伺う。 

⑴ フリースクール「虹の学園」についての認識を

市長、並びに教育長に伺う。 

⑵ これまでに、市内の閉校した学校施設の利活用

に関する問い合わせの中で、フリースクールを行

いたいという内容のものはあったか。また、フリ

ースクールでの利活用となる場合は、無償での貸

し出しもあるのか。 

⑶ これまでに、不登校の児童・生徒や保護者に対

して、選択肢のひとつとしてフリースクール（例

えば「虹の学園」）に関する説明や案内を行った

実績はあるか。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

７ 10番 菊 地 広 志 １ 最終処分場の今

後の整備方針 

１  現在使用している管理型最終処分場は、1999 年度

から埋立てを開始し2014年度で完了予定であったも

のの、ごみの減量化・再資源化の努力により2031年

度まで延命が図られているが、残された期間はすで

に７年程度しかない。 

 最終処分場の整備には、候補地選定、環境調査、

住民説明、各種許認可、建設工事など長い年月を要

し、全国的にみても合意形成に時間がかかる施設で

ある。今時点で具体的な準備が進んでいなければ、

将来的に市民生活に直結する重大なリスクを抱える

ことになる。そこで、本市の現状と今後の方向性に

ついて伺う。 

⑴ 現処分場の残余容量と埋立て可能年数の最新見

通しについて、2031 年度以降の新最終処分場整備

に向けて基本構想・整備計画・候補地検討・スケ

ジュール設定は、どこまで進んでいるか伺う。 

⑵ ごみの減量化による延命は重要だが、最終処分

量を減らすことが、財政負担軽減や環境負荷低減

につながると考える。今後さらなる「分別強化・

資源化拡大・民間リサイクル活用・焼却灰やダス

トの再利用」など最終処分量を減らすための具体

策などは検討しているのか、市の方向性を伺う。 

⑶ 新最終処分場の建設は、地域にとっては心理

的・環境的負担が大きく全国的にも住民との合意

形成が難しい施設だと考える。候補地選定の基準

や環境配慮の考え方、住民への説明の開始時期、

情報公開の方法、これらを早期に、かつ透明に示

すことが不可欠だと考える。残り時間が無い中で

どのような基準と手順で候補地検討を進める予定

なのか、また住民の理解を得るためのプロセスを

どのように設計しているのか伺う。 

⑷ 新最終処分場の整備には多額の費用が想定され

る。概算事業費・財源見通し・延命対策とのコス

ト比較・広域処理等の選択肢との比較検討これら

の費用対効果の検証は行っているのかを伺う。 

   ２ 市職員の懲戒処

分の監督責任 

１  本市において発生した測量業務委託に関する不適

切な事務処理について、市の発表では平成26年度に

発注した測量業務が未完了であるにもかかわらず、

完了したとの虚偽の公文書を作成し、委託料約 550

万円を全額支払ったとして職員 3 名が停職 6 か月の

懲戒処分となった。未完了の業務を完了と偽り、公

文書を作成し、公金を支出する行為は、単なる事務

処理ミスではなく、市民の信頼を根底から損なう極

めて重大な問題であり、確認の意味も込めて伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑴ 業務は未完了であったのに完了したとの虚偽の

公文書が作成されたこと。その虚偽の公文書に基

づき委託料全額が業者に支払われたこと。これら

はすべて事実で間違いないか伺う。 

⑵ 市の説明では「３人の申し合わせにより処理し

た」とされているが、組織的な判断があったとい

う理解でよいのか伺う。 

⑶ 業務委託の完了確認は、どのような検査・決裁

フローで行われていたのか。未完了の業務であっ

ても、課内の判断のみで支払いが可能な体制だっ

たのか。当時の内部統制・チェック体制は機能し

ていたと考えているか。この点について具体的に

説明を求める。また本件を「重大な不適切事案」

であると認識しているか伺う。 

⑷ 本件は発生から10年以上が経過している。なぜ

これまで発覚しなかったのか。内部監査や外部監

査で指摘はなかったのか。今回はどのような経緯

で発覚したのか。長期間発見できなかったという

事実自体が、チェック体制の欠陥、あるいは組織

としての透明性の問題を示しているのではないか

と考えるが、市長の見解を伺う。 

⑸ 本件は、単に３人の職員の問題ではない。公文

書の信頼性、公金支出の適正性、そして組織統治

そのものが問われる重大事案である。部下には処

分を科し、トップは責任を負わないという姿勢で

は、市民の理解は到底得られないし、市民にも詳

しい説明が必要だと考えるが市長の見解を伺う。 

   ３ 指定管理の検証

と将来像 

１  市長は昨年２月定例会での私の一般質問に対し、

株式会社ゆめぐりへの指定管理を「経営改善の３年

間を注視する」「廃止・存続も含め将来の姿を議論

する時期が必ず来る」と答弁した。私はこの答弁を

株式会社ゆめぐりへの指定管理の将来は白紙であ

り、３年後の状態をみながら方向性を決めるという

約束をしたものと受け止めていた。しかし現実は、

３年間の経営改善の検証が十分に示されたとは言え

ず、廃止や民間譲渡、事業縮小などの選択肢の比較

検討も行われず、議会との政策的な議論の場も設け

られないまま、赤字運営が続く指定管理者に再度委

ね、既定路線のように議決が求められた。これは、

市長が述べた「将来を議論する」という約束と、明

らかに整合していないのではないか。そこで伺う。 

⑴ 赤字だから即廃止と言うのではなく、問題は存

続ありきで議論を経ずに進めた姿勢である。公共 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      施設の在り方は、市の財政、市民負担、観光政

策、地域経済に直結する重大な政策判断である。

だからこそ議会と十分な議論を行うと言ったので

はないか。それにもかかわらず「経営改善の総括

検証」はどこまで行ったのか。「廃止や民営化な

ど他の選択肢」を本当に比較したのか。なぜ議会

と政策協議の場を設けなかったのか。市長の以前

の答弁と今回の進め方は、市長自らの言葉に反し

ていると言わざるを得ないが市長の考えを伺う。 

⑵ 昨年に約束した「議会と共に将来像を議論する

場」は、具体的にいつ、どのように設けたのか。

存続以外の選択肢をどのように検討したのか。な

ぜ再び指定管理を既定路線として進めたのか。議

会は追認機関ではなく、政策を共に決める機関で

「議論する」と言いながら議論せずに進めるので

あれば、それは議会軽視であり、市民軽視であ

る。市長の政治姿勢としての考えを伺う。 

⑶ 株式会社ゆめぐりへの指定管理は、単なる一施

設の話ではなく、本市の公共施設マネジメント全

体の姿勢が問われる問題である。約束した以上、

次回以降は必ず存続・縮小・廃止を含めたゼロベ

ースの議論の場を議会に示すことを強く求めるが

市長の見解を伺う。 

８ ６番 菅 原 麻 紀 １ 高清水城址公園

整備に伴う埋蔵

文化財調査と歴

史文化の教育 

１  旧高清水中学校は解体され、公園整備工事を待つ

ばかりとなっているが、この整備は住民と共に進め

るものと考えており、高清水城があった歴史のある

場所で、近くには高清水城址外濠公園もある。 

 埋蔵文化財などの調査もあったと伺ったが、調査

はいつ、どのように行われ、調査結果はどのような

ものだったか、その調査結果は関係部署だけでな

く、地域にも共有されているのか伺う。 

 また、敷地内には高清水城についての看板が設置

されており、地域にとっては非常に歴史のある場所

であることから、子どもたちの教育に活かす考えは

ないか。例えば、地域の歴史についてタブレットを

活用し、授業だけでなく学びの一部として利用する

ことはできないか。 

   ２ 悪臭問題につい

て 

１  臭いの問題は近隣住民にとっては大変な問題で、

本市では住民から相談があった際にどのような対応

をしているか。また、悪臭の規制基準として臭気指

数があるが、住民から相談を受けた事案で、指数が

基準を超える場合、下回った場合について、それぞ

れの問題の解決に向けた市の対応策を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

       近隣住民からは、悪臭の問題について「直接事業

者と交渉し対応を依頼し、事業者の協力により軽減

が図られた」との話を伺った。しかし、相手が複数

の事業者に及ぶ場合、何度も足を運ぶ必要が生じ、

万が一トラブルになれば、双方にとって住みづらい

状況になることも懸念される。 

このような事態を回避するためにも、市が解決に

向けた話し合いの場をコーディネートすることはで

きないか。 

   ３ 休日当番医や救

急について 

１  休日に発熱や怪我をした時に休日当番医に電話を

すると断られるという声を最近たくさん耳にする

が、休日当番医のあり方と栗原中央病院の役割、救

急車を呼ぶ場合の注意点など市民の認識も様々であ

り、もう少し周知が必要と感じる。 

 本市には高齢者の一人暮らし、高齢者のみの世帯

も多く、緊急時を考え不安な気持ちでいる方も多い

と考える。医療機関の受診の仕方などのパンフレッ

トなどがあるにも関わらず、市民に浸透していない

のはもったいないことであり、改めて休日当番医の

あり方と栗原中央病院の役割、救急車を呼ぶ場合の

注意点を伺う。また、このような説明を市民に理解

いただくため、行政区での研修会など推奨するなど

の考えはあるか伺う。 

９ 17番 衡 田 達 彦 １ 栗原市PR戦略

と体制整備につ

いて 

  本市では、各部局がそれぞれの所管で広報紙やホ

ームページ、SNSで質の高い PRに取り組んでおり、

市外に向けても分かりやすい情報発信だと感じる一

方で、PR は担当ごとに行われ、メイン PR や統一し

たイメージが整理されているとは言い難く、市の PR

の方向性や強みが伝わりにくいと感じている。 

 市民からは「本市には良いものがたくさんあるの

だから、もっとPRしたらよいのではないか」という

声が寄せられ、市外からは「何を核にまちづくりを

進めているのか分かりにくい」との指摘を受けるこ

ともあり、各部局が制作するPRを市全体の取り組み

を俯瞰的に捉え、より効果的に発信する考え方や体

制を検討していく必要があると考える。 

 また、本市のメインPRを定め、それを基盤として

各部局が事業PRを展開することで効果を高め、特に

第三次総合計画と連動してPRの軸を整理し、継続的

に発信していく視点が重要ではないかと考える。 

 さらに、基幹産業である農業をはじめ、さまざま

な産業分野において生まれる成果や評価をどのよう

に受け止めPRに生かすかは、今後の産業振興や税収

基盤の強化にも関わる視点であり、市のPR戦略と体

制について、市長の所見を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

     １  市全体としてのPRの捉え方について 

⑴ 各部局が横断的に活用できる素材や成果がなど

の情報を十分に活用されていない可能性があり、

市の取組として調整する機能が必要と考えるが市

長の所見を伺う。また、方向性や強みを共有する

ことで、これまで培ったPR手法の共有や効果につ

ながると考えるが市長の所見を伺う。 

⑵ PR は、ターゲットや狙いが明確であるほど投入

した費用が効果となると考える。反対にそれが無

いと、効果を実感しにくい結果となる。各部局が

行っているPRのターゲットや狙いを把握・整理す

ることが必要と考えるが、市長の所見を伺う。 

     ２  市としてのメインPRと第三次総合計画の関係につ

いて 

⑴ これまで各部局が取り組んできたPRを評価・整

理し、総合計画と連動したPRを計画的かつ継続的

に行い、市の強みや方向性を明確にしていく絶好

のタイミングと考えるが、市長の所見を伺う。 

⑵ 本市のメインPRを定めるため、メインビジュア

ルやメインコピーなど共通するイメージや表現の

整理が必要と考えるが、市長の所見を伺う。  

     ３  産業分野の成果をPRに生かす考え方について 

⑴ 基幹産業である農業をはじめ、各産業分野にお

いて生まれた成果や評価をどのように受け止め、

PR資源として位置付けていく考えか伺う。 

⑵ 農業振興の役割分担で市はPRを担うと確認した

が、事業者の努力で生まれた日本一・世界一・先

進的な取組を売り込み発展させていくPRの中で、

どのように位置付け、活用していく考えか伺う。 

⑶ 各産業分野で高い成果や技術が生まれた場合、

PR に生かすための共通した考え方や土台づくりが

必要と考えるが、市長の所見を伺う。 

⑷ 産業の収益性向上は、市政運営の土台のひとつ

である税収の強化に不可欠で、産業の収益性向上

や税収基盤の強化を見据え、産業全体をどのよう

に捉えPRと結び付けるか、市長の認識を伺う。 

   ２ 挑戦を生む組織

運営について 

  人口減少や行政課題の複雑化が進む中、職員一人

ひとりが日々の業務やまちづくりで「挑戦してみよ

う」「前に進めた」「やりきった」と感じられる組

織環境を整備することが、重要であると考える。 

 特に管理職が自信をもって判断し行動できる環境

整備は、職員が前向きに業務に取り組み挑戦する上

で欠かせない要素で、その前提にある市長の考えや

市政運営における基本姿勢が、日々の業務や判断に 

生かされるかが重要である。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      市長答弁で、市役所業務の整理や効率化の必要性

については、問題意識が共有されているものと認識

しているが、業務量の多さや人員不足といった状況

の中で、管理職が本来担うべき業務の整理や優先順

位付け、さらには職員へのフォローに十分な時間と

余力を確保しにくい構造となっていないか。また、

そのことが職員の達成感や意欲の積み重ねを阻んで

いないか、改めて捉える必要があると感じる。 

管理職が力を発揮できる環境を整備し、職員が安

心して相談でき、業務の前進や成果を実感できる状

態をつくることは、課題やリスクの早期共有を可能

とし、組織としての是正・改善につなげる力を高め

ることにもつながる。 

市長が２期目を迎えた今こそ、業務整理という視

点にとどまらず、職員の達成感が次の挑戦へとつな

がる「組織の状態」をどのように構築していくのか

について、見解を伺う。 

     １  管理職に対する期待と行動の明確化について 

⑴ 市長は管理職に対し、どのような判断、行動、

姿勢を期待し、それらは管理職が日常業務の中で

判断の拠り所とできるよう、行動レベルで明確に

示されているか、市長の所見を伺う。 

     ２  管理職が判断しやすい環境づくりについて 

⑴ 管理職が迷わず判断し、現場を前に進める判断

の目安について、考え方や基準を明確に示すこと

が重要であると考える。市長として権限の範囲や

判断基準について、どのように整理し、管理職や

現場職員と共有しているか伺う。 

     ３  管理職の機能と職員の達成感・挑戦意欲との関係

について 

⑴ 管理職が業務の全体像を把握し、業務の整理や

優先順位付け、職員へのフォローを行うことは、

職員が業務の前進や成果を実感し、次の行動への

推進力としていく上で重要な要素であると考える

が、管理職のこうした役割と、職員の達成感や挑

戦意欲との関係について、所見を伺う。 

     ４  挑戦を生む組織運営に向けた市長の考えについて 

⑴ 職員が前を向いて課題解決やまちづくりに取り

組んでいくために、職員の達成感が次の挑戦につ

ながる組織運営をどのように位置づけ、どのよう

な考え方と姿勢で進めていきたいと考えている

か、市長の所見を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

１０ ９番 三 塚   東 １ 不適切な事務処

理の再発防止策

は 

１  地元新聞に「2014 年度の公文書偽造発覚栗原市 3

職員に停職6ヵ月」の見出しが目に飛び込んだ。 

 概要は、発注した土地の測量業務が完了していな

いにもかかわらず完了したとする虚偽の検査報告書

を作成し、関係職員が申し合わせて不適切な処理を

隠ぺいし、委託業者へ契約額全額を支払った。 

 これに対し、市長は「公務に対する信頼を根底か

ら揺るがす行為で強い憤りを禁じ得ない。法令遵守

を徹底していく」としているが、こうした事件の度

「法令遵守」と聞くが、疑問や市民に対する説明責

任を痛感せざるを得ない。次の点について伺う。 

⑴ 業務内容を改めて聞かせてほしい。 

⑵ 入札業者の選定方法と入札に参加した業者は何

社か。 

⑶ 発注金額は 550 万 8 千円だったとしているが、

予定価格と最低制限価格はいくらか。 

⑷ 発覚は 2024 年度の道路工事がきっかけだが､１

年以上にわたり議会に報告・説明できなかったの

はなぜか。また、事件の重要性を考えると、報道

前に議会への報告・説明を優先すべきで､今後､議

会への報告等を優先するよう改める考えはない

か。 

⑸ 業務が未完了にもかかわらず、完了検査を「合

格」とする文書が作成され、契約額全額が支払わ

れているが、合格とするまでの手順と契約金額を

支払うまでの手順はどうなっているのか。 

⑹ 市長のコメントでは、測量業務が未完了である

にもかかわらず、完成したものとして「虚偽」の

公文書が作成され、契約金額が支払われたとして

いる。完了とした文書は虚偽だとしても、委託業

者への支払文書は「偽造」に当たらないか。 

  虚偽との認識で事業を継続する場合、当時の契

約は有効なのか。また、額の追加はないのか。 

⑺ 新聞報道では、担当職員が隣接地との図面調整

の煩雑さを理由に職務を放置し、課長と係長は期

限内の完了は無理との趣旨の相談を受け、図面な

どの成果物が存在するかのように装い書類を作成

したとしている。職員が業務に行き詰まった末の

不適切な事務処理をせざるを得なかった状況にお

いて、それぞれの上司の対応はどうだったのか。 

⑻ 再発防止に向けた具体策をどのように考えてい

るのか。 

   ２ 市の第３次総合

計画は市民参加

型で 

１  本市は「総合計画」を策定し、魅力ある栗原を目

指して各種施策に取組み「市民が創るくらしたい栗

原」の実現に向けたまちづくりを進めてきた。市が 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      さらに発展し、存続するためには、将来を見据え、

市民が主体となって地域づくりに取組むことが重要

であると考える。 

 市は、今後10年の指針となる「第３次総合計画」

の策定にあたり、市民のまちづくりへの参画意識を

高めることを目的に「みんなでつくるくりはらの未

来」と題するシンポジウムの開催を計画している。

市民アンケート結果公表や高校生による若者ワーク

ショップの成果発表、パネルディカッションが予定

され、これからのまちづくりに大いに影響を与える

シンポジウムになることを期待する。 

 さらに、これを契機に専門講師を招き入れた仮称

「くりはらまちづくり塾」を開設し、住民が主体と

なり、まちづくりや地域の課題解決に向けて対話・

作業・体験の意見を出し合い、解決や提案を共同で

作り上げる市民参加型体験型のワークショップの実

施を提案するがどうか。 

   ３ 増加する地域医

療の解決は遠隔

診療車両の活用

も 

１  市立病院のあり方検討委員会の検討結果につい

て、市立病院の現状、課題、今後のあり方に対する

報告を受け、市民に寄り添う医療体制と持続可能な

地域医療への不安と期待を感じた。 

 人口減少と高齢化が進む本市において、医療の持

続可能性は課題であり、医療従事者の人材不足や患

者の移動手段などの課題がある一方で、デジタル技

術の活用が住民に寄り添う医療の可能性と持続可能

な地域医療に不可決になってきていると思う。 

 これからの取組みとして、医師の乗らない遠隔診

療車両を活用した事業化を目指していくことが、今

後増加する医療体制の課題を解決する政策ではない

かと考えるがどうか。 

１１ 15番 高 橋 勝 男 １ 旧町村からの持

ち込み事業の実

施状況と第3次

総合計画への反

映は。 

１  主要幹線道路（仮称）市道栗原辻前線整備事業

は、合併協議において新市建設計画に盛り込まれた

事業で稲屋敷・袋地区県営ほ場整備事業と関連する

ことから、整備事業地区内の幹線道路拡幅整備につ

いて、議会でも幾度となく取り上げられてきたが、

稲屋敷・袋地区県営ほ場整備事業の中で幹線道路拡

幅整備が行われなかった理由と主要幹線道路（仮

称）市道栗原辻前線整備事業をどう取り扱うのか。

推進か廃止かの見解を伺う。 

     ２  新市への持ち込み事業で、第３次総合計画策定に

向けた取り組みが進められているが、ローリング等

により未実施となっている事業はあるのか。あると

すれば、地区名と件数、事業名を伺う。また、未実

施事業を今後どう取り扱うのか伺う。 



 

 - 30 - 

発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ２ 倒壊が心配され

る空き家対策に

ついて 

１  市内の空家件数は、増加傾向となっているが、危

険空家等解体費補助金の利用実績は如何に。 

    ２  栗駒岩ケ崎八日町の特定空家等を行政代執行で解

体したが、それ以外で、地域住民等から相談のある

物件数はどの程度あるのか。また、そのような物件

への対応はどう行われているのか。 

     ３  岩ケ崎六日町地内の物件への対応を伺う。 

１２ １番 藤 原   峻 １ 小・中学生への

支援策強化を 

１  中学生の保護者から「小学校とは比較にならない

ぐらいお金がかかり本当に大変で、中学生の入学時

の助成や修学旅行の助成があればありがたい。修学

旅行費用半額負担などの他、積極的に外部講師など

も取り入れ、子ども達の働く選択肢を広げる教育に

もお金を使っていただきたい」、父子家庭からは

「中学入学時の制服やジャージ、自転車など、色々

なものを合わせて17万円以上かかり大変で、補助は

ないか」という切実な声がある。 

⑴ 小・中学校の卒業アルバムが高いという声が聞

かれるが、アルバムを買わない児童・生徒はどの

程度いるのか。 

⑵ 小学校卒業時、中学校入学時に必要となる費用

を把握しているか。また、中学校入学時の制服購

入などに対する支援策を検討してはどうか。 

⑶ 小・中学校の修学旅行における保護者負担の平

均額は。 

⑷ 青森市では修学旅行費補助金で、児童１人当た

り 3.5 万円、生徒 6.6 万円を支給している。東北

町は修学旅行費支援事業費補助金で、児童３万

円、生徒５万円補助している。支援策を検討して

はどうか。 

⑸ 令和８年４月より公立小学校の給食費無償化の

補助が決定し、１人当たり 5,200円×11ヶ月で年

額 5.72 万円となっているが、令和７年の児童数

2,219人で試算すると約 1億 2,693万円であり､お

金がかかる小学校高学年、中学生向けの支援策へ

活用できないか。 

⑹ 県に対して、修学旅行の支援制度創設の要望は

行っているのか。 

⑺ 令和６年度の要保護児童・生徒数、準要保護児

童・生徒数はそれぞれ何人か。また、就学援助を

活用しているのは全体の何％の児童・生徒か。 

⑻ 就学援助制度の準要保護認定基準は､生活保護

基準額の1.3倍と伺った｡中之条町のように準要保

護の所得基準の目安の見える化をしてはどうか。 

⑼ 準要保護の基準額を引き上げる考えはないか。 

⑽ 特にひとり親世帯への支援策強化が必要と考え

るが、見解を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

   ２ 有害鳥獣対策を

問う 

１  クマ対策について、誘引木伐採は奥山の根本的な

餌不足の解決に繋がらず、違う形で被害が発生する

のではないかとの懸念もある。また、年々被害が拡

大しているイノシシ対策の充実として、電気柵の支

援拡充を求める。次の点について伺う。 

⑴ 餌がないクマの行動範囲は広がるという研究が

あり、誘引木の伐採は慎重さが必要と考えるが、

誘引木の伐採により餌がなくなった場合の影響を

どう考えているのか。また、専門家の意見は聞い

ているか伺う。 

⑵ 餌がなければ行動範囲が広がり、普段食べない

ものも食べると予想する。過去には、民家に入り

米を食べたことや犬の連れ去りなど、人間が襲わ

れるリスクも高まると考えるが、市の見解は。 

⑶ 誘引木伐採単価は県・市でそれぞれいくらか。 

⑷ 誘引木の高さや太さ、地形により伐採が困難な

ケースも想定される。栗駒高原森林組合に 3,374

本の調査業務を委託し、伐採業務を令和８年度か

ら行う予定だが、調査業務から特殊伐採が必要と

なった場合は伐採費用の増額の可能性はあるの

か。 

⑸ 奥山に餌がなければ根本的な解決にはならない

と考えるが、市有林や県有林などで餌を増やす取

り組みを森林組合と連携して検討してはどうか。 

⑹ 獣害対策として､電気柵の補助上限は５万円と

県内市で特に低い｡電気柵が高くなっていること

も考慮し､20 万円まで増額すべきと考えるがどう

か｡ 

⑺ 電気柵は距離に応じた増額も検討すべきであ

り、見解を伺う。 

⑻ 農業団体の場合の増額も検討してはどうか。 

   ３ 救急体制などの

充実を求めます 

１  「救急車で病院に受け入れられず 30 分待った」

「受け入れ先が決まらないことがあった」「中央病

院に受けれてもらえなかった」などと伺っている。

R2年の救急車受入件数 2,017件から、令和６年実績

2,755 件と大幅に増えているが、常勤医は１人しか

増えておらず、研修医は２人減となっている。働き

方改革で当直後は働けない状況もある。本市の救急

体制を存続させるため、体制強化が急務と考える。 

 『第８次宮城県地域医療計画 令和６年度〜令和

11 年度』では「三大死亡原因である悪性新生物、心

疾患、脳血管疾患の年齢調整死亡率について、全て

の疾病で男女とも県平均より高くなっており、県平 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      均との差が最も大きいのは男性の心疾患となってい

ます」とある。特に、命のリスクが高い超緊急疾患

が大崎まで送られることもあり、循環器内科医師の

確保は急務であると考える。 

⑴ 病床集約と同時に、救急体制の医師、看護師の

確保対策はどのように行っていくのか。 

⑵ 救急車の台数は充足していると考えているか。 

⑶ 夜勤の看護師は十分に確保されているのか。 

⑷ 若年性心筋梗塞、致死性不整脈をしっかりと治

療できる循環器ホットラインの考えを伺う。 

⑸ 夜勤体制など、循環器内科医のさらなる確保が

必要ではないか。医師の集約をどう考るか。 

⑹ 他県医療機関との連携について、医療提供体制

の状況などの情報交換は行っているか伺う。 

⑺ 予防の重要性として、運動や食事対応、禁煙な

ど、いかに市民に取り入れてもらえるか、検討が

必要では。 

⑻ 医療体制の確保のため、病児・病後児保育実施

場所を増やす考えはないか。栗原中央病院での実

施についての考えはないか。 

⑼ 小児科の入院体制は守られているか。 

１３ 12番 髙 橋 一 久 １ 栗原市の本庁

舎・総合支所の

在り方等につい

て 

１  本市誕生から20年の間、築館庁舎、金成庁舎、栗

原文化会館などで本庁機能を維持し、旧町村庁舎も

新築・改築等を通じて市民に行政サービスを提供し

てきた。  

 組織の効率化を目指した再編は幾度か行われてき

たが、さらなる市民サービス向上に向け、現状の執

行体制をどのように維持・発展させていくのか、次

のことについて伺う。 

⑴ 本庁機能は築館庁舎と金成庁舎に分散している

が、業務の効率化や市民の利便性、維持管理コス

トの観点から、今後もこの２庁舎体制を継続して

いく考えか伺う。 

⑵ 富山県南砺市では、合併当初は本市と同様に総

合支所を置いていたが、令和２年度から市民セン

ターへと再編し、窓口業務や地域づくり支援に特

化した体制で効率的な運営をしている。本市の総

合支所体制を今後も継続していくのか、あるいは

南砺市の事例のように窓口業務を基本としつつ、

地域づくり支援に重点を置いた柔軟な組織体制へ

移行する考えがあるのか伺う。 

⑶ 業者が入札参加資格審査申請（指名願）を提出

する際、納税証明書が不可欠であり、書類提出先

の築館本庁舎で証明書の発行を可能にすべきと考 

 えるが見解を伺う。 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      ⑷ 本市の納税証明書には詳細な税額が記載されて

いるが、国や県、近隣自治体の多くでは、プライ

バシーへの配慮や事務簡素化の観点から、税額記

載のない「滞納がない旨のみの証明」が一般的で

あり、本市でも同様に変更できないか。変更が困

難ならば、その具体的な理由を伺う。 

   ２ （仮称）第４期

県立高校将来構

想に係る市の対

応について 

１  (仮称)第４期県立高校将来構想答申中間案で、高

校教育に対するニーズの多様化を踏まえて、生徒を

主語にした新たな視点からの高校教育を創造的に再

構築していくことを目指し、構想期間を前倒して新

たな構想を策定するとしている。そこで伺う。 

⑴ 第４期構想で、市教育委員会に対する説明や意

見を述べる機会はあったのか。また、第３期構想

策定の時はどうだったのか。 

⑵ 県の高校再編計画を３年前倒すとのことだが、

教育現場において影響はあるのか。あるとすれ

ば、どのような対応を検討しているか。 

⑶ 直近３年間の市内中学校卒業生のうち、市外の

高校への進学者人数と割合は。 

⑷ 市外の高校に進学する生徒の志望理由は。 

⑸ 栗原市立学校再編計画で栗駒中学校と岩ケ崎高

等学校の「併設型中高一貫校」または「連携型中

高一貫校」の創設について、県と協議を進めると

しているが、県は本市からの協議はないと話して

いたがどうなっているか。 

⑹ 新たな構想では、栗原地区は大崎地区と一緒に

なり、令和21年度には両地区の卒業見込みが合わ

せて 1,096 人、必要学級数が 20 学級となってい

る。市内高校の大幅な再編が考えられるが、どう

捉えているか伺う。 

１４ 14番 小 野 久 一 １ 今後のクマ出

没・被害防止対

策を質す 

１  県発表の令和７年度クマ出没件数は、令和８年２

月３日時点において県内では3,499頭で、本市は443

頭である。10 月には栗駒文字荒砥沢で女性がクマに

襲われ亡くなっているのが見つかり、本格的なクマ

の駆除・被害防止対策が急務である。 

⑴ 昨年の秋はクマが全国各地で人里や街場に現

れ、多数の人身被害が発生しているがその要因を

どう捉えているか。また、クマの性質が変わった

とも言われているが、その情報はあるか。 

⑵ 誘引木伐採事業で､今年度はクマを強く誘引す

る柿の木を優先的に伐採することとし､クマ出没

件数が多い市内５地区にある柿の木 270 本を対象

に計画しているようだが､その事業費はいか程か｡ 
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発言 

順位 

質問者 

（議席番号及び発言者） 
質問事項 質問要旨 

      当初予算では誘引木伐採事業で２億円の予算が計

上されており、財源内訳で県支出金 166,666 千円

が見込まれているが、この事業終了までその支援

は続くのか。 

⑶ 残る柿は本年度中に調査業務を実施し、順次伐

採を進めるとしているが、令和８年度以降の調査

業務と伐採事業は１社のみで実施されるのか、ま

たその他の樹木の種類を伺う。 

⑷ 柿や栗の木の伐採作業が市の予算で行われるの

を見聞きし、新たに伐採希望者が現れた時はその

希望に応えるべきと考えるがいかがか。 

⑸ 山へブナやコナラや柿の木を植え、森林や農地

を再生し、里山を復活する事業を国や県では考え

ていると思うがその情報はあるか。 

   ２ 学校・教育委員

会の「いじめ」

対策を質す 

１ ⑴ 令和７年度中の小・中学校のいじめ認知件数、

不登校児童生徒数、暴力行為発生件数（直近数）

と不登校となった原因が「いじめ」であった件数

はいか程か。 

⑵ 担任が「いじめのようだ」と認知した場合、学

校としての対応と、その事案について教育委員会

との情報共有や報告はどの時点で行われるのか。 

  また、実際は「いじめ」だったのに担任が「子

ども同士のふざけあい」と勘違いしていた事例は

なかったか。 

⑶ 各学校には「いじめ」の対策専門教員は配置さ

れているか。 

⑷ 市内の教員に対して、学校毎または市内全体で

の「いじめ」対策についての会議や講習会等は 1

年間にどの程度開かれているか。 

   ３ ハイルザーム栗

駒の今後をどう

考えているか 

１ ⑴ ハイルザーム栗駒を民間事業者に売却や無償提

供すること、または経営からの撤退、閉鎖等の検

討はしなかったのか。 

⑵ 再公募の結果、指定管理者として申請されたの

は「株式会社ゆめぐり」１社とのことだが、再公

募にあたり、募集要項の見直し等はされたのか。 

⑶ 第２次栗原市総合計画実施計画(案）に観光関

連施設整備事業として６件掲載されているが、そ

のうちハイルザーム栗駒の整備改修費はいかほど

を見込んでいるのか。 

⑷ 指定管理料を３年間で１億３千 869 万円も支出

してまで経営を継続する意義はどこにあるか。 

※ この要旨は、各議員から提出された通告書の要点をまとめたものです。 

 


